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(57)【要約】
【課題】合金系活物質を含有する薄膜状負極活物質層を
備えるリチウムイオン電池用負極において、負極集電体
と負極リードとを溶融部により導通性良く接合するとと
もに、合金層の寸法および形状を調整する。
【解決手段】負極板が負極集電体と合金系負極活物質を
含み、負極板に接続される負極リードを含み、負極板の
端面と負極リードの端面との間を接合する溶融部を有す
るリチウムイオン電池用負極であって、溶融部は、少な
くとも一部に、負極板と負極リードが対峙する面に平行
な平坦部を有する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　集電体及び前記集電体の表面に形成される薄膜状負極活物質層を備え、前記薄膜状負極
活物質層が合金系活物質を含有する負極板と、
　前記負極板に接続される負極リードと、
　前記負極板の端面と前記負極リードの端面との間に介在しこれらを溶接する溶融部を有
するリチウムイオン電池用負極であって、
　前記溶融部は、少なくとも一部に、前記負極板と前記負極リードが対峙する面に平行な
平坦部を有するリチウムイオン電池用負極。
【請求項２】
　前記平坦部が、前記負極板と前記負極リードが対峙する面と平行な二つの面に設けられ
ている請求項１記載のリチウムイオン電池用負極。
【請求項３】
　前記溶融部の一方の平坦部と他方の平坦部との距離（ｔ）と、負極板の厚みと負極リー
ドの厚みとの合計厚み（Ｔ）との比ｔ／Ｔが、１．０以上、１．３以下である請求項２記
載のリチウムイオン電池用負極。
【請求項４】
　前記溶融部の溶接強度が０．５Ｎ／ｍｍ以上、５０Ｎ／ｍｍ以下である請求項１～３の
いずれかに記載のリチウムイオン電池用負極。
【請求項５】
　前記溶融部の平坦部が圧縮形成されてなる請求項１～４のいずれかに記載のリチウムイ
オン電池用負極。
【請求項６】
　正極集電体、前記正極集電体の表面に形成される正極活物質及び前記正極集電体に接続
される正極リードを備える正極と、
　請求項１～５のいずれかに記載のリチウムイオン電池用負極と、
　前記正極と前記リチウムイオン電池用負極との間に介在するように配置されるセパレー
タと、
　リチウムイオン伝導性非水電解質と、を備えるリチウムイオン電池。
【請求項７】
　リチウムイオン電池用負極の製造方法であって、
　集電体及び前記集電体の表面に形成される薄膜状負極活物質層を備え、前記薄膜状負極
活物質層が合金系活物質を含有する負極板と、前記負極板に接続される負極リードとを準
備する第１工程と、
　第１板と第２板とから構成される一組の溶接治具の前記第１板と前記第２板との間に、
前記薄膜状負極活物質層の表面と前記負極リードの表面とが重なり、且つ、前記負極板の
端面と前記負極リードの端面とからなる溶接端面を含む溶接領域が露出するように、前記
負極板と前記負極リードとを挟持する第２工程と、
　前記溶接領域に向けてアーク放電することにより、前記溶接領域を溶融させてアーク溶
接する第３工程と、
　前記アーク溶接された溶融部を前記負極板と前記負極リードが対峙する面に平行な平坦
面に圧縮する第４工程と、を備えるリチウムイオン電池用負極の製造方法。
【請求項８】
　第４工程における荷重条件が、３Ｎ／ｍｍ以上、１０００Ｎ／ｍｍ以下である請求項７
記載のリチウムイオン電池用負極の製造方法。
【請求項９】
　請求項７に記載のリチウムイオン電池用負極の製造方法により製造されたリチウムイオ
ン電池用負極と、
　正極集電体、前記正極集電体の表面に形成される正極活物質及び前記正極集電体に接続
される正極リードを備える正極と、



(3) JP 2014-199715 A 2014.10.23

10

20

30

40

50

　前記正極と前記リチウムイオン電池用負極との間に介在するように配置されるセパレー
タと、
　リチウムイオン伝導性非水電解質と、を備えるリチウムイオン電池。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、リチウムイオン電池用負極とその製造方法及びリチウムイオン電池に関する
。さらに詳しくは、合金系活物質を含有するリチウムイオン電池用負極における接合部の
改良と、負極集電体と負極リードとの接合方法の改良に関する。
【背景技術】
【０００２】
　リチウムイオン電池は、高容量及び高エネルギー密度を有し、小型化及び軽量化が容易
なことから、電子機器等の電源として広く利用されている。電子機器には、携帯電話、携
帯情報端末（Personal　Digital　Assistant、ＰＤＡ）、ノート型パーソナルコンピュー
タ、ビデオカメラ、携帯ゲーム機等がある。代表的なリチウムイオン電池は、リチウムコ
バルト複合酸化物を含有する正極と、黒鉛を含有する負極と、ポリオレフィン製セパレー
タと、を備える。
【０００３】
　正極及び負極は、それぞれ、集電体と活物質層とリードとからなる。活物質層は集電体
表面に形成される。リードは、活物質層が形成されていない集電体露出部に溶接される。
リードの溶接には、抵抗溶接や超音波溶接が利用されている。集電体露出部は、集電体表
面に間隔を空けて活物質層を形成するか、又は集電体表面に活物質層を形成した後、活物
質層の一部を除去することにより形成される。
【０００４】
　最近では電子機器の多機能化が進み、その電力消費量が増大している。その一方で、一
度の充電で連続して使用できる時間の延長が望まれている。このため、リチウムイオン電
池のさらなる高容量化が必要になり、黒鉛よりも高容量である合金系活物質の開発が盛ん
に行われている。代表的な合金系活物質には、珪素、珪素酸化物等の珪素系活物質がある
。
【０００５】
　合金系活物質を含有する負極は、一般的には、負極集電体と、負極集電体表面に気相法
により形成される合金系活物質の薄膜（以下において「薄膜状負極活物質層」とすること
がある）と、を備える。
【０００６】
　薄膜状負極活物質層が形成された負極集電体に、負極リードを接合する方法が種々提案
されている。
【０００７】
　特許文献１は、負極板と負極リードとの積層体にレーザを照射することにより、積層体
を厚さ方向に貫通する連通孔を形成した負極を開示している。積層体にレーザを照射する
と、連通孔の内部表面に存在する負極集電体と負極リードとが溶融して接触することによ
り、負極集電体と負極リードとが接続される。
【０００８】
　しかしながら、負極集電体と負極リードとの接続部分には、合金系活物質の粒子が含ま
れている。合金系活物質の粒子は、レーザ照射により、薄膜状負極活物質層から流出した
ものである。合金系活物質は融点が高いので、レーザを照射しただけでは、溶融しにくい
。したがって、接続部分の接合強度は低い。また、合金系活物質は電気抵抗が大きいので
、接続部分に合金系活物質の粒子が存在することにより、接続部分の導通性が低下しやす
い。
【０００９】
　特許文献２は、合金系活物質を含有する薄膜状負極活物質層の表面に、銅、銅合金又は
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銅のクラッド材からなる負極リードを抵抗溶接により接合した負極を開示している。抵抗
溶接では、負極集電体又は負極リードが局所的に溶融することがあるが、薄膜状負極活物
質層には電流がほとんど流れないので、薄膜状負極活物質層は溶融しない。このため、負
極集電体と負極リードとは十分に接合しない。
【００１０】
　ところで、合金系二次電池に用いられる負極として、結着剤を用いた活物質層を形成す
る代わりに、銅箔等からなる集電体の表面に真空蒸着等により珪素系活物を被着させた珪
素系負極が知られている。このような珪素系負極においては、集電体にリードを接続する
ことが煩雑であるという問題があった。詳しくは、従来の負極のような集電体が露出した
リード接続部を形成するためには、例えば、真空蒸着等の際にリード接続部の形成領域を
マスクすることにより、その領域に珪素系活物質が蒸着されないようにする必要があった
。このような、マスク作業は、工程上非常に煩雑になる。
【００１１】
　このような問題に対し、本発明者らは、珪素系活物質等からなる活物質層が両側表面に
設けられた集電体と、ニッケル、ニッケル合金、銅及び銅合金よりなる群から選ばれる少
なくとも１種を含有するリードとを、アーク溶接により接続する方法を提案した（特許文
献３参照）。詳しくは、集電体の表面に形成された活物質層にリードの一部分を重ね、重
ね合わせた部分をアーク溶接することにより、集電体とリードとの間に珪素系合金層が形
成され、集電体とリードとが導通性良く接続される。このような珪素系合金層は、活物質
層が集電体及びリードのそれぞれ一部と共に溶融し、再凝固することにより形成される。
【００１２】
　図７（ａ）は、アーク溶接による珪素系負極板の接続状態を模式的に示す断面図であり
、図７（ｂ）は、アーク溶接による珪素系負極板の接続状態を模式的に示す上面図である
。珪素系負極板１と負極リード１３とをアーク溶接することにより、珪素系負極板１の負
極集電体１０と負極リード１３とが溶融部１８を介して接続されている。このように集電
体の表面に形成された珪素系活物質層にリードの一部分を重ね、重ね合わせた部分をアー
ク溶接することにより、集電体の露出部を形成することなく溶接ができるために工業的に
有利になる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１３】
【特許文献１】特開２００７－２１４０８６号公報
【特許文献２】特開２００７－１１５４２１号公報
【特許文献３】国際公開第２０１０／０４１３９９号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　特許文献３に開示された技術によれば、珪素系負極にリードを溶接することが容易にな
る。しかしながら、本発明者らは、次のような新たな課題を見出した。
【００１５】
　珪素系負極においては、アーク溶接により集電体とリードとの間に、集電体の厚みとリ
ードの厚みの和と同等以上の厚みを有する溶融部が形成される。この方法では、溶融部の
寸法が必要以上に大きくなり、捲回型電極群を作製した場合に、捲回型電極群の寸法及び
形状が規格外になることおよび捲回型電極群における正極又は負極とセパレータとの間隔
が広がることによる電極反応の不均一性、溶融部が周辺の電極群を変形させることおよび
セパレータを損傷させることによる内部短絡の発生等の不都合が起り易くなる。
【００１６】
　本発明の目的は、合金系負極活物質を利用するリチウムイオン二次電池において、負極
集電体と負極リードとが接合された溶融部による電極群の変形や短絡が抑制できる負極と
その製造方法、および当該負極を含み高容量および高出力を有するリチウムイオン二次電
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池を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　本発明のリチウムイオン電池用負極は、集電体及び集電体の表面に形成される薄膜状負
極活物質を備え、薄膜状負極活物質層が合金系活物質を含有する負極板と、負極板に接続
される負極リードと、負極板の端面と負極リードの端面との間に介在しこれらを溶接する
溶融部を有するリチウムイオン電池用負極であって、溶融部は、少なくとも一部に、負極
板と負極リードが対峙する面に平行な平坦部を有するリチウムイオン電池用負極に係わる
。
【００１８】
　本発明のリチウムイオン電池用負極の製造方法は、第１工程と、第２工程と、第３工程
と、第４工程を備え、第１工程は、集電体及び集電体の表面に形成される薄膜状負極活物
質層を備え、薄膜状負極活物質層が合金系活物質を含有する負極板と、負極板に接続され
る負極リードとを準備する工程であり、第２工程は、第１板と第２板とから構成される一
組の溶接治具の第１板と第２板との間に、薄膜状負極活物質層の表面と負極リードの表面
とが重なり、且つ、負極板の端面と負極リードの端面とからなる平坦な溶接端面を含む溶
接領域が露出するように、負極板と負極リードとを挟持する工程であり、第３工程は、溶
接領域に向けてアーク放電することにより、溶接領域を溶融させてアーク溶接する工程で
あり、第４工程は、アーク溶接された溶融部を負極板と負極リードが対峙する面に平行な
平坦面に圧縮する工程である。
【００１９】
　溶融部を圧縮して変形させることにより、負極板とリード接合部の厚み方向において負
極表面またはリード表面よりも突出する溶融部を規制する形状を有している。
【００２０】
　また、本発明のリチウムイオン電池は、正極集電体、正極集電体の表面に形成される正
極活物質層及び正極集電体に接続される正極リードを備える正極と、リチウムイオン電池
用負極の製造方法により製造されたリチウムイオン電池用負極と、正極とリチウムイオン
電池用負極との間に介在するように配置されるセパレータと、リチウムイオン伝導性非水
電解質と、を備えている。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明のリチウムイオン電池用負極は、負極板と負極リードとを接合する溶融部の厚み
方向の突出部を平坦化させた溶融部を備えることにより、電極群の溶融部周辺を変形させ
ることなく、または負極と正極とを短絡させることなく確実に安定に捲回することができ
る。
【００２２】
　本発明のリチウムイオン二次電池は、本発明の負極を含むことにより、高容量および高
出力を有し、サイクル特性等の電池性能に優れている。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】（ａ）本発明の実施形態である負極の要部の構成を簡略化して示す断面図（ｂ）
本発明の実施形態である負極の要部の構成を簡略化して示す正面図
【図２】（ａ）本発明の負極の製造方法で第３工程を説明する断面図（ｂ）本発明の負極
の製造方法で第４工程を説明する断面図
【図３】本発明の別の実施形態であるリチウムイオン電池の構成を模式的に示す縦断面図
【図４】電子ビーム式蒸着装置の構成を模式的に示す側面図
【図５】（ａ）負極リードの負極集電体に対する引張強度を測定するための試料の一作製
方法を模式的に示す斜視図（ｂ）負極リードの負極集電体に対する引張強度を測定するた
めの試料の一作製方法を模式的に示す斜視図
【図６】負極リードの負極集電体に対する引張強度の測定方法を模式的に示す斜視図
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【図７】（ａ）従来の負極の要部の構成を簡略化して示す断面図（ｂ）従来の負極の要部
の構成を簡略化して示す正面図
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　本発明者らは、上記課題を解決するための研究過程において、特許文献２のように、合
金系活物質を含有する薄膜状負極活物質層を介して負極集電体と負極リードとを接合する
構成に着目した。そして、負極集電体と薄膜状負極活物質層とを備える負極板と、特定の
材質を有する負極リードとを、アーク溶接により接合する新規な方法を見出した。この方
法によれば、負極集電体と負極リードとが溶融するだけでなく、薄膜状負極活物質層に含
有される合金系活物質が溶融して合金層が形成されることにより、負極集電体と負極リー
ドとを、導通性良くかつ強固に接合できることを見出した。
【００２５】
　このアーク溶接により接合する方法では、薄膜状負極活物質層の表面と負極リードの表
面とが重なり、且つ、負極板の端面と負極リードの端面とからなる平坦な溶接端面が露出
するように、負極板と負極リードとを溶接治具により挟持する。そして、溶接端面に対し
てアーク放電を行うことにより、負極集電体と負極リードとの間に合金層の溶融部が形成
される。
【００２６】
　しかしながら、このアーク溶接により接合する方法では、溶融部の寸法が必要以上に大
きくなり、捲回型電極群を作製した場合に、捲回型電極群の寸法及び形状が規格外になる
こと、捲回型電極群における正極又は負極とセパレータとの間隔が広がることによる電極
反応の不均一性、溶融部が周辺の電極群を変形させること、溶融部がセパレータを損傷さ
せることによる内部短絡の発生等の不都合が起り易くなる。また、複数の溶融部を形成し
た場合に、合金層の形状及び／又は寸法が不揃いになり、このような不都合がさらに顕著
になるおそれがある。
【００２７】
　このような不都合が起る理由は、十分明らかではないが、次のように推測される。負極
集電体と負極リードとの間に合金層を形成するためには、その界面に存在するシリコンが
溶解する温度（１４１４℃）まで加熱する必要がある。しかし銅とシリコンの境界で銅－
シリサイド合金層が形成されると融点が低下するため、溶融領域が一気に加速して広がる
。この結果、必要以上の溶融部が形成されると推測される。
【００２８】
　本発明者らは、溶融部の寸法が適性サイズに成形するためにさらに研究を重ねた。その
結果、適性荷重の平面プレス手段によってリードと負極板の接合強度を低下させることな
く溶融部がリード表面または負極表面から突出した部分のみ圧縮変形できることを見出し
た。
【００２９】
　以下、図１を用いて本発明の実施形態について詳しく説明する。
【００３０】
　負極集電体１０には、リチウムイオン電池の分野で常用される無孔の導電性基板を使用
できる。無孔の導電性基板の形態には、箔、シート、フィルム等がある。導電性基板の材
質には、ステンレス鋼、チタン、ニッケル、銅、銅合金等がある。導電性基板の厚さは、
通常は１～５００μｍ、好ましくは１～５０μｍ、より好ましくは１０～４０μｍ、さら
に好ましくは１０～３０μｍである。
【００３１】
　薄膜状負極活物質層１１は、合金系活物質を含有する。薄膜状負極活物質層１１は、合
金系活物質とともに、その特性を損なわない範囲で、合金系活物質以外の公知の負極活物
質、添加物等を含んでいてもよい。好ましい形態の薄膜状負極活物質層１１は、合金系活
物質を含有しかつ膜厚が３～５０μｍである非晶質又は低結晶性の薄膜である。
【００３２】
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　合金系活物質は、負極電位下で、充電時にリチウムと合金化することによりリチウムを
吸蔵し、かつ放電時にリチウムを放出する。合金系活物質としては特に制限されず、公知
のものを使用できるが、珪素系活物質及び錫系活物質が好ましく、珪素系活物質がさらに
好ましい。
【００３３】
　珪素系活物質には、珪素、珪素化合物、これらの部分置換体、これらの固溶体等がある
。珪素化合物には、珪素酸化物、珪素炭化物、珪素窒化物、珪素合金等があり、これらの
中でも、珪素酸化物が好ましい。
【００３４】
　珪素酸化物には、式：ＳｉＯａ（０．０５＜ａ＜１．９５）で表される酸化珪素等があ
る。珪素炭化物には、式：ＳｉＣｂ（０＜ｂ＜１）で表される炭化珪素等がある。珪素窒
化物には、式：ＳｉＮｃ（０＜ｃ＜４／３）で表される窒化珪素等がある。
【００３５】
　珪素合金は、珪素と異種元素Ａとの合金である。異種元素Ａとしては、Ｆｅ、Ｃｏ、Ｓ
ｂ、Ｂｉ、Ｐｂ、Ｎｉ、Ｃｕ、Ｚｎ、Ｇｅ、Ｉｎ、Ｓｎ及びＴｉよりなる群から選ばれる
少なくとも１つの元素を使用できる。部分置換体は、珪素又は珪素化合物に含まれる珪素
の一部を異種元素Ｂで置換した化合物である。異種元素Ｂとしては、Ｂ、Ｍｇ、Ｎｉ、Ｔ
ｉ、Ｍｏ、Ｃｏ、Ｃａ、Ｃｒ、Ｃｕ、Ｆｅ、Ｍｎ、Ｎｂ、Ｔａ、Ｖ、Ｗ、Ｚｎ、Ｃ、Ｎ及
びＳｎよりなる群から選ばれる少なくとも１つの元素を使用できる。
【００３６】
　錫系活物質には、錫、錫酸化物、錫窒化物、錫合金、錫化合物、これらの固溶体等があ
り、錫酸化物が好ましい。錫酸化物には、ＳｎＯｄ（０＜ｄ＜２）、ＳｎＯ２等の酸化錫
がある。錫合金には、Ｎｉ－Ｓｎ合金、Ｍｇ－Ｓｎ合金、Ｆｅ－Ｓｎ合金、Ｃｕ－Ｓｎ合
金、Ｔｉ－Ｓｎ合金等がある。錫化合物には、ＳｎＳｉＯ３、Ｎｉ２Ｓｎ４、Ｍｇ２Ｓｎ
等がある。
【００３７】
　合金系活物質は、１種を単独で又は２種以上を組み合わせて使用できる。
【００３８】
　薄膜状負極活物質層１１は、気相法により、負極集電体１０の表面に薄膜状に形成され
る。気相法には、真空蒸着法、スパッタ法、イオンプレーティング法、レーザーアブレー
ション法、化学気相成長（ＣＶＤ；Chemical　Vapor　Deposition）法、プラズマ化学気
相成長法、溶射法等がある。これらの中でも、真空蒸着法が好ましい。
【００３９】
　例えば、電子ビーム式真空蒸着装置において、シリコンターゲットの鉛直方向上方に負
極集電体１０を配置する。シリコンターゲットに電子ビームを照射してシリコン蒸気を発
生させ、このシリコン蒸気を負極集電体１０の表面に析出させる。これにより、珪素から
なる薄膜状負極活物質層１１が負極集電体１０の表面に形成される。このとき、電子ビー
ム式真空蒸着装置内に酸素又は窒素を供給すると、珪素酸化物又は珪素窒化物を含有する
薄膜状負極活物質層１１が形成される。
【００４０】
　本実施形態では、薄膜状負極活物質層１１は、薄膜状のベタ膜として形成されるが、そ
れに限定されず、気相法により、格子等のパターン形状や複数の柱状体の集合体として形
成してもよい。複数の柱状体は、それぞれが合金系活物質を含有し、負極集電体表面から
外方に延びかつ互いに離隔するように形成される。
【００４１】
　この場合、負極集電体の表面に複数の凸部を規則的に又は不規則に形成し、１つの凸部
の表面に１つの柱状体を形成するのが好ましい。凸部の鉛直方向上方からの正投影図にお
ける形状には、菱形、円形、楕円形、多角形（三角形、八角形等）などがある。凸部を規
則的に形成する場合、凸部の負極集電体表面での配置には、碁盤目状配置、格子状配置、
千鳥格子状配置、最密充填配置等がある。また、凸部は、負極集電体の厚さ方向の一方の



(8) JP 2014-199715 A 2014.10.23

10

20

30

40

50

表面又は両方の表面に形成される。また、柱状体の高さは好ましくは３μｍ～３０μｍで
ある。
【００４２】
　負極リード１３は、ニッケル、ニッケル合金、銅及び銅合金よりなる群から選ばれる少
なくとも１つの金属又は合金を含有する。ニッケル合金には、ニッケル－珪素合金、ニッ
ケル－錫合金、ニッケル－コバルト合金、ニッケル－鉄合金、ニッケル－マンガン合金等
がある。銅合金には、銅－ニッケル合金 、銅－鉄合金、銅－銀合金、銅－りん合金、銅
－アルミニウム合金、銅－珪素合金、銅－錫合金、銅－ジルコニア合金、銅－ベリリウム
合金等がある。
【００４３】
　これらの中でも、負極集電体１０と負極リード１３との接合強度を高める観点から、ニ
ッケル、銅、銅－ニッケル合金が好ましく、銅がさらに好ましい。また、銅とニッケルと
のクラッド材を用いてもよい。負極リード１３は、前述した金属又は合金を一般的なリー
ドの形態に成形することにより製造される。
【００４４】
　溶融部１７は負極集電体１０と負極リード１３との間に介在し、負極集電体１０と負極
リード１３とを導通させるとともに、負極集電体１０と負極リード１３を接合する。溶融
部１７は、負極板１と負極リード１３に平行な平坦部を有する。溶融部１７の平坦部は負
極リード１３側または負極板１側のどちらか一方、または両側に存在すればよい。溶融部
１７の平坦部は負極板１と負極リード１３が対峙する平面に対して概して平行であればよ
い。溶融部１７の平坦部の法線と、負極板１と負極リード１３が対峙する平面の法線とが
なす角度が２０°以下であれば、溶融部によってセパレータを損傷させることがないので
良い。平坦部の一部が緩やかな曲面であってもよい。溶融部１７は負極板１の厚みと負極
リード１３の厚みの合計厚みTと、溶融部１７の厚みｔの比率ｔ／Ｔが１．０以上、１．
３以下である。
【００４５】
　図１（ｂ）に示すとおり、溶融部１７は負極板１と負極リード１３と同一平面で負極リ
ード１３と反対側に、負極リード１３の端部から突出している。突出部は負極板１と平行
であるため、後述する電極群の構成時に短絡や電極群を変形させることはないが、負極板
１の端部から突出量が１ｍｍ以下であることが望ましい。
【００４６】
　本実施形態では、負極集電体１０と負極リード１３とが隣接する部分に、負極板１の幅
全域に溶融部１７が形成されている。しかしながら、それに限定されることなく、たとえ
ば、溶融部１７を負極集電体１０と負極リード１３とが隣接する一部に設けてもよい。ま
た、負極集電体１０と負極リード１３とが隣接する部分の間欠的に溶融部１７を形成して
もよい。
【００４７】
　溶融部１７は、後記する方法でアーク溶接を行うことにより形成されるものと推測され
る。後記する方法でアーク溶接を行うと、溶接を施す部位において、負極リード１３、負
極集電体１０および薄膜状負極活物質層１１のそれぞれ少なくとも一部が溶融する。その
溶融部分のほぼ全域において、負極リード１３、負極集電体１０および薄膜状負極活物質
層１１に含まれる元素が均一に分散する合金化が起こるものと推測される。
【００４８】
　溶融部１７に後述するアーク溶接を行うときに、負極リード１３と負極板１の厚み合計
Tよりも薄く溶融部１７を形成するには、アーク強度を弱めて溶融領域を制限し、溶融量
を少なくする必要がある。しかしこのように溶融領域を制限すると薄膜状負極活物質層１
１が残存して負極リード１３との間に障壁を形成し、うまく合金層が形成されずに接合不
良となる。このため、接続強度が高い安定な溶融部１７を形成するためには、十分な強度
のアーク溶接を行い、負極集電体１０と負極リード１３とが確実に溶融して接合させる必
要がある。溶融部１７は後記する平面プレス手段により圧縮成型することで、溶融部１７
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の厚み範囲に成型される。
【００４９】
　溶融部１７は後記する平面プレス手段により圧縮変形されるとき、負極リード１３の表
面より突出する領域と負極板１の表面より突出する領域が平坦面となる。溶融部１７は銅
を主体とする合金層であるため、圧縮時にクラックを生じることなく圧縮変形することが
可能である。圧縮時の変形相当量は負極リード１３とは反対側に突出する。溶融部１７と
負極リード１３または負極集電体１０との接合領域は変形しないため、接合強度は変化し
ない。
【００５０】
　溶融部１７は、上記のようにして形成されると推測されるので、負極集電体１０および
負極リード１３に結合し、負極集電体１０と負極リード１３とを強固に接合できる。また
、溶融部１７には、少なくとも、負極集電体１０と薄膜状負極活物質層１１と負極リード
１３に含まれる金属元素の少なくとも１つが均一に分散している。したがって、溶融部１
７は良好な導電性を有し、負極集電体１０と負極リード１３とを導通させることができる
。これにより、負極板１は、負極集電体１０と負極リード１３との高強度での接合性およ
び良好な集電性能を併せ持つことができる。
【００５１】
　溶融部１７は、連続的に設けてもよくまたは１箇所または間欠的に設けてもよい。但し
、負極集電体１０と負極リード１３との接合強度を考慮すると、連続的に設けるのが好ま
しい。本実施形態では、負極板１の幅方向において、溶融部１７が連続的に設けられてい
る。これは、負極板１の幅方向と、負極リード１３の長手方向とが一致するように、負極
リード１３を負極板１に接合する場合である。また、負極板１の長手方向と負極リード１
３の短手方向とが一致するように、負極リード１３を負極板１に接合する場合は、負極板
１の長手方向において、１箇所または連続的に溶融部１７を設けてもよい。
【００５２】
　溶融部１７は、たとえば、薄膜状負極活物質層１１中の合金系負極活物質に含有される
半金属元素と負極集電体１０または負極リード１３に含有される金属元素との合金を含ん
でいる。合金系負極活物質に含有される半金属元素としては、たとえば、珪素、錫などが
挙げられる。負極集電体１０および負極リード１３に含有される主な金属元素としては、
銅、ニッケルなどが挙げられる。これらの中でも、合金系負極活物質に含有される半金属
元素を均一に分散させることなどを考慮すると、銅が好ましい。
【００５３】
　負極板１と負極リード１３との接合強度は、次のような測定法により引張強度として測
定できる。図５（ａ）および図５（ｂ）は、負極リード１３の負極集電体１０に対する引
張強度を測定するための試料の作製方法を示す斜視図である。図６は、負極リード１３の
負極集電体１０に対する引張強度の測定方法を示す斜視図である。
【００５４】
　図５（ａ）に示すように、まず、負極リード１３の長さが、負極板１の幅と同じになる
ように、負極リード１３を切断する。次に、負極板１の長さが、負極リード１３が接合さ
れている端部から引っ張り強度測定治具に設置しやすいように適切な長さに負極板１を切
断する。接合幅ｄは、負極板１の幅方向の一端に形成された溶融部１７から、他端に形成
された溶融部１７までの長さである。引き続き、図５（ｂ）に示すように、負極リード１
３を負極板１から剥がすように、矢符６６の方向に折り返し、引張強度測定用の試料６５
を準備する。
【００５５】
　このようにして得られた試料６５を用い、図６に示す測定方法により、引張強度を測定
する。万能試験機７０の下部固定治具７１に、負極板１の溶融部１７が形成されていない
側の端部を挟んで固定し、上部固定治具７２に負極リード１３の溶融部１７が形成されて
いない側の端部（折り返し側の端部）を挟んで固定する。
【００５６】
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　室温２５℃にて、上部固定治具７２を５ｍｍ／分の速度で矢符７３の方向に移動させて
負極リード１３を引っ張り、負極板１と負極リード１３との接合部分（溶融部１７）が破
断するときの引張強度（Ｎ）を測定する。得られた引張強度の測定値と接合幅ｄの測定値
とから、接合幅１ｍｍ当たりの引張強度（Ｎ／ｍｍ）を求められる。本実施形態の負極板
１と負極リード１３との溶接強度は０．５Ｎ／ｍｍから５０Ｎ／ｍｍとなるように溶接条
件を設定することが望ましい。
【００５７】
　図２は、本実施形態であるリチウムイオン電池用負極の製造方法を説明する縦断面図で
ある。本実施形態のリチウムイオン電池用負極の製造方法（以下「本実施形態の製造方法
」とする）は、第１工程と、第２工程と、第３工程と、を備える。以下に、各工程につい
て詳しく説明する。
【００５８】
　第１工程では、負極板１及び負極リード１３を準備する。
【００５９】
　負極板１は、負極集電体１０と、負極集電体１０の厚さ方向の両面に形成された薄膜状
負極活物質層１１と、を備える。本実施形態では、薄膜状負極活物質層１１は、負極集電
体１０の厚さ方向の両面に形成されているが、片面に形成されていてもよい。
【００６０】
　第２工程では、第１板２０と第２板２１とからなる一組の溶接治具１４を用い、第１板
２０と第２板２１との間に、負極板１と負極リード１３とを挟持する。溶接治具１４は、
銅等の金属材料を所定の形状に成形することにより、作製される。溶接治具１４による負
極板１及び負極リード１３の挟持は、薄膜状負極活物質層１１の表面と負極リード１３の
表面とが重なり、且つ、負極板端面１ａと負極リード端面１３ａとからなる平坦な溶接端
面１６を含む溶接領域が露出するように、実施される。
【００６１】
　ここで、薄膜状負極活物質層１１の表面とは、薄膜状負極活物質層１１の厚さ方向の一
方の表面である。負極リード１３の表面とは、負極リード１３の厚さ方向の一方の表面で
ある。薄膜状負極活物質層１１の表面の全面と、負極リード１３の表面の全面とが重なっ
ている必要はなく、それぞれの表面の少なくとも一部が重なって、接触していればよい。
【００６２】
　本実施形態では、負極板端面１ａは、負極板１の長手方向の一方の端面であり、負極リ
ード端面１３ａは、負極リード１３の幅方向の一方の端面であるが、それに限定されない
。負極板端面１ａは、負極板１の長手方向の一端面又は負極板１の幅方向の一端面のいず
れでもよい。負極リード端面１３ａは、負極リード１３の長手方向の一端面又は負極リー
ド１３の幅方向の一端面のいずれでもよい。
【００６３】
　負極板端面１ａ及び負極リード端面１３ａについて、長手方向又は幅方向のいずれにす
るかは、電極群の形態（捲回型、扁平型、積層型等）、リチウムイオン電池の形態（角型
、円筒型、扁平型、ラミネートフィルムパック型、コイン型等）及び設計（寸法、容量、
用途等）等の条件に応じて適宜選択される。
【００６４】
　また、溶接治具１４により負極板１と負極リード１３とを挟持する際にしては、負極板
端面１ａと負極リード端面１３ａとが連続した同一平面になり、平坦な溶接端面１６が形
成されるように、負極板１及び負極リード１３が配置される。溶接端面１６を含む溶接領
域とは、後述する条件で溶接端面１６に対して垂直な方向１９からアーク放電を行った場
合に、負極板１及び負極リード１３におけるアーク放電のエネルギーが及ぶ領域である。
【００６５】
　本実施形態の溶接治具１４は、第１板２０と第２板２１との間に負極板１と負極リード
１３とを挟持した状態で、第１板２０の第１凹部２０ｘと第２板２１の第２凹部２１ｘと
により形成される窪みを有している。
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【００６６】
　第３工程では、溶接端面１６を含む溶接領域に向けてアーク放電することにより、溶接
領域を溶融させ、負極集電体１０と負極リード１３とをアーク溶接する。
【００６７】
　具体的には、負極板端面１ａと負極リード端面１３ａとからなる平坦な溶接端面１６に
対して、垂直な方向に、図示しないアーク溶接用電極を配置する。そして、アーク溶接用
電極の溶接トーチから矢符１９の方向にエネルギーを照射する。溶接トーチから照射され
るエネルギーは、溶接端面１６に照射される。これにより、溶接端面１６を含む溶接領域
が均一に溶融して、その後固化して溶融部１８が形成される。
【００６８】
　アーク溶接用電極を所定の間隔で負極板１の幅方向に移動させ、アーク溶接を行う。ア
ーク放電による熱エネルギーは、溶接治具１４の第１凹部２０ｘと第２凹部２１ｘに形成
される窪みによって溶接治具１４に逃げず、負極板１と負極リード１３の溶融に無駄なく
用いられる。凝固した溶融部１８の断面形状は図２（ｂ）に示すとおり丸みを有する。こ
れは、負極板１と負極リード１３が溶融時に表面張力により球状化して、その状態で凝固
するためと推定される。
【００６９】
　負極板１と負極リード１３との強固な接合強度を確保するためには、十分な強度のアー
ク溶接を行い、負極集電体１０と負極リード１３とが確実に溶融して接合させる必要があ
る。この時、溶融部１８の厚みｔ１は、負極板１と負極リード１３の合計厚みＴと比較し
て厚くなる傾向がある。負極板１と負極リード１３の確実な接合のためには、それぞれが
十分な量の溶融部１８が必要であり、溶融部１８の厚みｔ１と、負極板１と負極リード１
３の合計厚みＴとの比率ｔ１／Ｔが１．３以上、３以下であることが望ましい。またこの
ときアーク放電を連続的に行っても、幅方向に溶融した金属が部分的に凝集して球状にな
り、球状に固化した溶融部１８が間欠的に形成される場合がある。
【００７０】
　アーク溶接用電極を負極板１の幅方向に移動させながら、間欠的にアーク溶接を行って
もよい。これにより、負極板１の幅方向に間欠的に溶融部１８が形成される。アーク溶接
を実施すると、負極集電体１０と負極リード１３との任意の箇所に、溶融部１８を容易に
形成できる。
【００７１】
　アーク溶接法の中でも、プラズマ溶接法及びＴＩＧ（Tungsten　Inert　Gas）溶接法が
好ましい。溶融部１８内での元素の均一分散性等を考慮すると、プラズマ溶接法が特に好
ましい。溶融部１８内で元素が均一に分散するほど、溶融部１８による負極集電体１０と
負極リード１３との接合性及び導通性が向上するものと推測される。プラズマ溶接及びＴ
ＩＧ溶接は、それぞれ、市販されているプラズマ溶接機及びＴＩＧ溶接機を用いて実施さ
れる。
【００７２】
　プラズマ溶接は、例えば、溶接電流値、溶接速度（溶接トーチの移動速度）、溶接時間
、プラズマガス及びシールドガスの種類とその流量等の条件を適宜選択して実施できる。
これらの条件を選択することにより、生成する溶融部１８による負極集電体１０と負極リ
ード１３との接合性及び導通性を制御できる。
【００７３】
　溶接電流値は、例えば、１Ａ～１００Ａである。溶接トーチの掃引速度は、例えば、１
ｍｍ／秒～１００ｍｍ／秒である。プラズマガスには、アルゴンガス等を使用できる。プ
ラズマガス流量は、例えば、１０ｍｌ／分～１０リットル／分である。シールドガスには
、アルゴン、水素等を使用できる。シールドガス流量は、例えば、１０ｍｌ／分～１０リ
ットル／分である。
【００７４】
　なお、アーク溶接の溶接条件によっては、溶融部１８の内部に、薄膜状負極活物質層１
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１の一部が溶融せずにそのまま残存することがある。しかし、アーク溶接で溶融部１８を
形成する限り、溶融部１８内部に残存する薄膜状負極活物質層１１が、溶融部１８による
負極集電体１０と負極リード１３との接合性及び導通性を実用範囲よりも低下させること
はない。
【００７５】
　一方、アーク溶接に代えて抵抗溶接を実施した場合には、薄膜状負極活物質層１１が合
金系活物質を含有することにより、薄膜状負極活物質層１１に電流が流れない。したがっ
て、負極集電体１０と薄膜状負極活物質層１１との界面において、負極集電体１０の一部
が局所的に溶融することがある。また、薄膜状負極活物質層１１と負極リード１３との接
触箇所において、負極リード１３の一部が局所的に溶融することがある。しかしながら、
負極集電体１０から薄膜状負極活物質層１１を介して負極リード１３に至る領域が溶融す
ることはない。超音波溶接を実施しても、抵抗溶接を実施した場合と同様である。
【００７６】
　すなわち、抵抗溶接及び超音波抵抗では、負極集電体１０及び／又は負極リード１３が
局所的に溶融するのみであり、薄膜状負極活物質層１１は溶融しない。したがって、負極
集電体１０と負極リード１３とを接合することはできない。外観上は接合しているように
見えても、電池の組立て時等にほぼ確実に断線が生じる。
【００７７】
　第４工程では、溶融部１８を加圧変形させて、負極板１または負極リード１３に平行な
平坦部を有し、厚みを薄く加工する。加圧変形は平面プレス手段を用いる。図２（ｂ）は
平面プレス手段の断面模式図である。上部と下部の平面加圧治具２３の間に溶融部１８を
負極板１と負極リード１３が平面加圧治具２３に平行になるように配置する。平面加圧治
具２３に荷重をかけると、溶融部１８が加圧変形されて図１のような平坦部を有する溶融
部１７を形成できる。このとき、溶融部１８の厚み方向の最頂部に荷重が集中し、最頂部
周囲に負極板１と負極リード１３に平行な平坦部が形成される。溶融部１７の厚みｔと、
負極板１と負極リード１３の合計厚みＴとの比率ｔ／Ｔが１以上、１．３以下であること
が望ましい。
【００７８】
　加圧変形によって、負極リード１３と負極板１との接合強度は低下しない。これは、負
極リード１３と負極板１と溶融部１８の境界領域は、溶融部１８の最頂部から離れており
、最頂部が荷重を受けて負極リード１３と反対方向に変形するときに境界領域が影響を受
けることはないためと推定される。平面加圧治具に荷重がかかるときに、負極板１と負極
リード１３は固定しても固定しなくても良い。このとき、平面加圧治具に対して負極板１
と負極リード１３は平行からずれることで、変形後の溶融部１７の平坦部は負極板１と平
行でない場合が生じてもよい。これは、後述する電極群の構成時に、溶融部１７に対抗す
るセパレータが受ける加重が、平坦部が多少平行からずれていても平坦部で受ける加重が
平均化されて圧力としては低減することでセパレータの損傷を抑制できるためである。平
坦部は一部が曲面であってもよい。
【００７９】
　加圧変形によって溶融部１８の最頂部が、負極リード１３が配置される方向と反対方向
に突出するように変形する。図１（ｂ）の溶融部１７は負極リード１３の端部から反対方
向に突出している様子を示している。また上述の通り、第３工程において放電アークを連
続的に出射しても溶融部が不連続に球状に凝集して周囲よりも厚みを増した溶融部１８を
形成した場合、図１（ｂ）のように、変形後の溶融部１７の突出量が変化する事例を示し
ている。突出部は負極板１と平行であるため、後述する電極群の構成時に短絡や電極群を
変形させることはないが、負極板１の端部から突出量が１ｍｍ以下であることが望ましい
。　溶融部１８の厚みは負極板１と負極リード１３の厚み合計値より厚いため、平面プレ
ス手段で印加する加重は溶融部１８のみに作用する。平面プレスの荷重を圧力に換算する
には、溶融部１８と平面加圧治具２３との接触面積の計測が必要であるが、加圧変形によ
って接触面積が変化するためこれを計測することは困難である。そこで、荷重条件として
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、溶接部の接合幅１ｍｍあたりの荷重で定義する。溶融部１８の適切な加圧変形に必要な
荷重条件は３Ｎ／ｍｍ～１０００Ｎ／ｍｍである。３Ｎ／ｍｍより小さいと加圧変形量が
不足し必要な厚みに成形することが出来ない。また１０００Ｎ／ｍｍより大きいと、溶融
部以外にも荷重が印加されて負極活物質層が損傷したり、溶融部１８と負極リード１３ま
たは負極板１との間に亀裂を生じることがある。
【００８０】
　本実施形態の製造方法では、薄膜状負極活物質層１１が珪素系活物質を含有する場合、
第１工程と第２工程との間に、薄膜状負極活物質層１１にリチウムを吸蔵させる工程（以
下「リチウム吸蔵工程」とする）を設けるのが好ましい。これにより、第３工程で得られ
る溶融部１８内部における合金の均一分散性がより一層向上する。
【００８１】
　また、リチウム吸蔵工程を設けると、リチウム吸蔵工程を設けない場合に比べて、溶融
部１８の形状の均一性を損なうことなく、接合強度を確保することが出来る。これにより
、幅方向全域で溶融部１８の負極集電体１０及び負極リード１３との接触面積が大きくな
る。その結果、溶融部１８による負極集電体１０と負極リード１３との接合性及び導通性
がより一層向上する。
【００８２】
　薄膜状負極活物質層１１へのリチウムの吸蔵は、例えば、真空蒸着法、電気化学的な方
法、薄膜状負極活物質層１１表面へのリチウム箔の貼着等により実施される。例えば、真
空蒸着法によれば、真空蒸着装置のターゲットに金属リチウムを装着し、真空蒸着を行う
と、薄膜状負極活物質層１１にリチウムが吸蔵される。リチウムの吸蔵量は特に制限され
ないが、薄膜状負極活物質層１１の不可逆容量分のリチウムを吸蔵させるのが好ましい。
【００８３】
　図３は、本発明の第２実施形態であるリチウムイオン電池２５の構成を模式的に示す縦
断面図である。リチウムイオン電池２５は、本発明の第１実施形態の製造方法により得ら
れた負極２８を含む以外は、従来のリチウムイオン電池と同様の構成を有している。
【００８４】
　本実施形態のリチウムイオン電池２５は、負極２８を含むことにより、高容量及び高出
力を有し、出力特性、サイクル特性等の電池性能に優れている。また、負極２８において
負極板１（負極集電体１０）と負極リード１３とが強固にかつ導通性良く接合されている
。溶融部１７が負極板１と平行な平坦部を有し、溶融部１７の厚みｔが負極板１と負極リ
ード１３の厚み合計Ｔとの比率ｔ／Ｔが１．３以下となるように圧縮されていることで、
セパレータを損傷して短絡を防止し、周回部の異常な変形を抑制することが出来る。これ
により、負極２８の集電性能、電池の出力特性等が長期にわたって高水準で維持される。
したがって、本実施形態のリチウムイオン電池２５は耐用寿命が長い。
【００８５】
　リチウムイオン電池２５は、捲回型電極群２６と、捲回型電極群２６の長手方向の両端
にそれぞれ装着される上部絶縁板３０及び下部絶縁板３１と、捲回型電極群２６等を収容
する電池ケース３２と、封口板３４により支持される正極端子３３と、電池ケース３２を
封口する封口板３４と、図示しない非水電解質とを含む。
【００８６】
　捲回型電極群２６の長手方向の両端部に上部絶縁板３０及び下部絶縁板３１を装着し、
これを電池ケース３２に収容する。このとき、正極２７の正極リード３６及び負極２８の
負極リード１３が、それぞれ所定の箇所に接続される。電池ケース３２内に非水電解質を
注液する。次に、電池ケース３２の開口部分に、正極端子３３を支持する封口板３４を装
着し、電池ケース３２の開口端部を封口板３４に向けてかしめ付ける。これにより、電池
ケース３２が封口され、リチウムイオン電池２５が得られる。
【００８７】
　捲回型電極群２６は、帯状の正極２７と、帯状の負極２８と、帯状のセパレータ２９と
、備える。捲回型電極群２６は、例えば、正極２７と負極２８との間にセパレータ２９を
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介在させた積層物を、その長手方向の一端部を捲回軸にして捲回することにより得られる
。本実施形態では、捲回型電極群２６を使用するが、それに限定されず、正極２７と負極
２８との間にセパレータ２９を介在させて積層した積層型電極群を使用してもよい。
【００８８】
　正極２７は、正極板３５と、正極リード３６と、を備える。正極板３５は、正極集電体
と、正極活物質層と、を備える。
【００８９】
　正極集電体には、ステンレス鋼、チタン、アルミニウム、アルミニウム合金等の金属材
料からなる、多孔性又は無孔の導電性基板を使用できる。
【００９０】
　多孔性導電性基板には、メッシュ体、ネット体、パンチングシート、ラス体、多孔質体
、発泡体、不織布等がある。無孔の導電性基板には、箔、フィルム等がある。導電性基板
の厚さは特に制限されないが、通常は１～５００μｍ、好ましくは１～５０μｍ、さらに
好ましくは１０～３０μｍである。
【００９１】
　正極活物質層は、本実施形態では正極集電体の厚さ方向の両方の表面に設けられている
が、それに限定されず、正極集電体の厚さ方向の片方の表面に設けられてもよい。正極活
物質層は、正極活物質を含み、さらに導電剤、結着剤等を含んでもよい。
【００９２】
　正極活物質としては、リチウム含有複合金属酸化物、オリビン型リン酸リチウム等が好
ましい。
【００９３】
　リチウム含有複合金属酸化物は、リチウムと遷移金属元素とを含む金属酸化物又は金属
酸化物中の遷移金属元素の一部が異種元素によって置換された金属酸化物である。遷移金
属元素には、Ｓｃ、Ｙ、Ｍｎ、Ｆｅ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｃｕ、Ｃｒ等があり、Ｍｎ、Ｃｏ、Ｎ
ｉ等が好ましい。異種元素には、Ｎａ、Ｍｇ、Ｚｎ、Ａｌ、Ｐｂ、Ｓｂ、Ｂ等があり、Ｍ
ｇ、Ａｌ等が好ましい。遷移金属元素及び異種元素は、それぞれ１種を単独で又は２種以
上を組み合わせて使用できる。
【００９４】
　リチウム含有複合酸化物には、ＬｉｌＣｏＯ２、ＬｉｌＮｉＯ２、ＬｉｌＭｎＯ２、Ｌ
ｉｌＣｏｍＮｉ１－ｍＯ２、ＬｉｌＣｏｍＡ１－ｍＯｎ、ＬｉｌＮｉ１－ｍＡｍＯｎ、Ｌ
ｉｌＭｎ２Ｏ４、ＬｉｌＭｎ２－ｍＡｎＯ４（前記各式中、ＡはＳｃ、Ｙ、Ｍｎ、Ｆｅ、
Ｃｏ、Ｎｉ、Ｃｕ、Ｃｒ、Ｎａ、Ｍｇ、Ｚｎ、Ａｌ、Ｐｂ、Ｓｂ及びＢよりなる群から選
ばれる少なくとも１つの元素を示す。０＜ｌ≦１．２、ｍ＝０～０．９、ｎ＝２．０～２
．３である。）等がある。
【００９５】
　オリビン型リン酸リチウムには、ＬｉＸＰＯ４、Ｌｉ２ＸＰＯ４Ｆ（前記各式中、Ｘは
Ｃｏ、Ｎｉ、Ｍｎ及びＦｅよりなる群から選ばれる少なくとも１つの元素を示す。）等が
ある。
【００９６】
　前記に例示した正極活物質において、リチウムのモル比は正極活物質作製直後の値であ
り、充放電により増減する。正極活物質は１種を単独で使用でき又は２種以上を組み合わ
せて使用できる。
【００９７】
　導電剤には、例えば、天然黒鉛、人造黒鉛等のグラファイト類、アセチレンブラック、
ケッチェンブラック、チャンネルブラック、ファーネスブラック、ランプブラック、サー
マルブラック等のカーボンブラック類、炭素繊維、金属繊維等の導電性繊維、アルミニウ
ム等の金属粉末類、フッ化カーボン等がある。導電剤は１種を単独で又は２種以上を組み
合わせて使用できる。
【００９８】
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　結着剤には、樹脂材料を使用できる。樹脂材料には、ポリフッ化ビニリデン、ポリテト
ラフルオロエチレン、ポリヘキサフルオロプロピレン、ポリエチレン、ポリプロピレン、
ポリアミド、ポリイミド、ポリアミドイミド、ポリアクリロニトリル、ポリアクリル酸メ
チル、ポリアクリル酸エチル、ポリメタクリル酸メチル、ポリメタクリル酸エチル、ポリ
ビニルピロリドン、スチレンブタジエンゴム、変性アクリルゴム、カルボキシメチルセル
ロース、２種類以上のモノマー化合物を含有する共重合体等がある。
【００９９】
　モノマー化合物には、テトラフルオロエチレン、ヘキサフルオロプロピレン、ペンタフ
ルオロプロピレン、パーフルオロアルキルビニルエーテル、フッ化ビニリデン、クロロト
リフルオロエチレン、エチレン、プロピレン、アクリル酸、ヘキサジエン等がある。
【０１００】
　結着剤は１種を単独で又は２種以上を組み合わせて使用できる。
【０１０１】
　正極活物質層は、例えば、正極合剤スラリーを正極集電体表面に塗布し、得られた塗膜
を乾燥し、圧延することにより形成できる。正極合剤スラリーは、正極活物質及び導電剤
、結着剤等を有機溶媒に溶解又は分散させることにより調製できる。有機溶媒には、ジメ
チルホルムアミド、ジメチルアセトアミド、メチルホルムアミド、Ｎ－メチル－２－ピロ
リドン、ジメチルアミン、アセトン、シクロヘキサノン等を使用できる。
【０１０２】
　正極リード３６は、抵抗溶接、超音波溶接等により、一端が正極集電体の集電体露出部
に接続され、他端が正極端子３３に接続される。正極リード３６の材質は、アルミニウム
、アルミニウム合金等である。アルミニウム合金には、アルミニウム－珪素合金、アルミ
ニウム－鉄合金、アルミニウム－銅合金、アルミニウム－マンガン合金、アルミニウム－
マグネシウム合金、アルミニウム－亜鉛合金等がある。
【０１０３】
　負極２８は、負極板１と負極リード１３と複数の溶融部１７とを備える。負極２８は、
本発明の実施形態の製造方法により作製された負極である。
【０１０４】
　セパレータ２９は、正極２７と負極２８との間に介在するように配置される。セパレー
タ２９には、所定のイオン透過度、機械的強度、絶縁性等を併せ持つシートを使用できる
。セパレータ２９には、微多孔膜、織布、不織布等の多孔質シートを使用するのが好まし
い。セパレータ２９の材料には各種樹脂材料を使用できるが、耐久性、シャットダウン機
能等を考慮すると、ポリエチレン、ポリプロピレン等のポリオレフィンが好ましい。
【０１０５】
　セパレータ２９の厚さは、通常１０～３００μｍ、好ましくは１０～３０μｍ、さらに
好ましくは１０～２５μｍである。また、セパレータ２９の空孔率は好ましくは３０～７
０％、さらに好ましくは３５～６０％である。空孔率とは、セパレータ２９の体積に対す
る、セパレータ２９が有する細孔の総容積の百分率である。
【０１０６】
　セパレータ２９には、リチウムイオン伝導性を有する液状非水電解質が含浸される。液
状非水電解質は、溶質（支持塩）と非水溶媒とを含み、添加剤を含んでもよい。
【０１０７】
　溶質には、ＬｉＣｌＯ４、ＬｉＢＦ４、ＬｉＰＦ６、ＬｉＡｌＣｌ４、ＬｉＳｂＦ６、
ＬｉＳＣＮ、ＬｉＣＦ３ＳＯ３、ＬｉＣＦ３ＣＯ２、ＬｉＡｓＦ６、ＬｉＢ１０Ｃｌ１０

、低級脂肪族カルボン酸リチウム、ＬｉＣｌ、ＬｉＢｒ、ＬｉＩ、ＬｉＢＣｌ４、ホウ酸
塩類、イミド塩類等がある。溶質は、好ましくは０．５～２モル／Ｌの濃度で非水溶媒に
溶解される。
【０１０８】
　非水溶媒には、環状炭酸エステル、鎖状炭酸エステル、環状カルボン酸エステル等があ
る。環状炭酸エステルには、プロピレンカーボネート、エチレンカーボネート等がある。
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鎖状炭酸エステルには、ジエチルカーボネート、エチルメチルカーボネート、ジメチルカ
ーボネート等がある。環状カルボン酸エステルには、γ－ブチロラクトン、γ－バレロラ
クトン等がある。非水溶媒は１種を単独で又は２種以上を組み合わせて使用できる。
【０１０９】
　添加剤には、フッ化エチレンカーボネート、ビニレンカーボネート、ビニルエチレンカ
ーボネート、ジビニルエチレンカーボネート等の充放電効率を向上させる添加剤、シクロ
ヘキシルベンゼン、ビフェニル、ジフェニルエーテル等の電池を不活性化する添加剤等が
ある。添加剤は１種を単独で又は２種以上を組み合わせて使用できる。
【０１１０】
　上部絶縁板３０、下部絶縁板３１及び封口板３４は、電気絶縁性材料、好ましくは樹脂
材料又はゴム材料を所定の形状に成形することにより、作製される。電池ケース３２は長
手方向の一方の端部に開口を有する、有底円筒状部材である。電池ケース３２及び正極端
子３３は、鉄、ステンレス鋼等の金属材料を所定の形状に成形することにより、作製され
る。
【０１１１】
　本実施形態では、リチウムイオン電池２５は、捲回型電極群２６を含む円筒形電池であ
るが、それに限定されず、種々の形態を採ることができる。その具体例としては、角形電
池、扁平電池、コイン電池、ラミネートフィルムパック電池等が挙げられる。また、捲回
型電極群２６に代えて、積層型電極群、扁平状電極群等を用いてもよい。
【実施例】
【０１１２】
　以下に実施例及び比較例を挙げ、本発明を具体的に説明する。
【０１１３】
　（実施例１）
　（１）正極活物質の作製
　ＮｉＳＯ４水溶液に、Ｎｉ：Ｃｏ＝８．５：１．５（モル比）になるように硫酸コバル
トを加えて金属イオン濃度２ｍｏｌ／リットルの水溶液を調製した。この水溶液に撹拌下
、２ｍｏｌ／リットルの水酸化ナトリウム水溶液を徐々に滴下して中和することにより、
Ｎｉ０．８５Ｃｏ０．１５（ＯＨ）２で示される組成を有する三元系の沈殿物を共沈法に
より生成させた。この沈殿物をろ過により分離し、水洗し、８０℃で乾燥し、複合水酸化
物を得た。
【０１１４】
　得られた複合水酸化物を大気中にて９００℃で１０時間加熱して熱処理を行い、Ｎｉ０

．８５Ｃｏ０．１５Ｏ２で示される組成を有する複合酸化物を得た。ここでＮｉ及びＣｏ
の原子数の和とＬｉの原子数とが等量になるように水酸化リチウム１水和物を加え、大気
中にて８００℃で１０時間加熱して熱処理を行うことにより、ＬｉＮｉ０．８５Ｃｏ０．

１５Ｏ２で示される組成を有するリチウムニッケル含有複合金属酸化物を得た。こうして
、二次粒子の体積平均粒径が１０μｍの正極活物質を得た。
【０１１５】
　（２）正極の作製
　上記で得られた正極活物質の粉末９３ｇ、アセチレンブラック（導電剤）３ｇ、ポリフ
ッ化ビニリデン粉末（結着剤）４ｇ及びＮ－メチル－２－ピロリドン５０ｍｌを充分に混
合して正極合剤スラリーを調製した。この正極合剤スラリーを厚さ１５μｍのアルミニウ
ム箔（正極集電体）の両面に塗布し、得られた塗膜を乾燥し、圧延して、片面あたり厚さ
５０μｍの正極活物質層を形成し、５６ｍｍ×２０５ｍｍの正極板を作製した。この正極
板の両面の正極活物質層の一部（５６ｍｍ×５ｍｍ）を切除し、正極集電体露出部を形成
し、アルミニウム製正極リードを超音波溶接により溶接し、正極を作製した。
【０１１６】
　（３）負極板の作製
　図４は、電子ビーム式真空蒸着装置４０の構成を模式的に示す側面図である。図４では
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、電子ビーム式真空蒸着装置４０の内部の部材を実線で示している。真空チャンバー４１
は耐圧性容器であり、その内部に、搬送手段４２、ガス供給手段４８、プラズマ化手段４
９、シリコンターゲット５０ａ、５０ｂ、遮蔽板５１及び図示しない電子ビーム発生装置
を収容する。
【０１１７】
　搬送手段４２は、巻き出しローラ４３、キャン４４、巻き取りローラ４５及び案内ロー
ラ４６、４７を含む。巻き出しローラ４３には、帯状の負極集電体１０が捲き付けられる
。帯状の負極集電体１０は、案内ローラ４６、キャン４４及び案内ローラ４７を経由して
搬送され、負極板１として巻き取りローラ４５に巻き取られる。
【０１１８】
　帯状の負極集電体１０がキャン４４の表面を搬送される際に、帯状の負極集電体１０の
表面に珪素の蒸気が供給される。珪素の蒸気はキャン４４内部の図示しない冷却手段によ
り冷却されて帯状の負極集電体１０の表面に析出し、ベタ膜である薄膜状負極活物質層１
１が形成される。珪素の蒸気は、シリコンターゲット５０ａ、５０ｂに、電子ビーム発生
装置から電子ビームを照射することにより生成する。
【０１１９】
　ガス供給手段４８は、原料ガスを真空チャンバー４１内に供給する。原料ガスが酸素で
ある場合、珪素の蒸気と酸素との混合物が帯状の負極集電体１０の表面に供給され、珪素
酸化物を含有する薄膜状負極活物質層１１が形成される。ガス供給手段４８が原料ガスを
供給しない場合は、珪素を含有する薄膜状負極活物質層１１が形成される。プラズマ化手
段４９は、原料ガスをプラズマ化する。負極集電体１０表面の薄膜状負極活物質層１１の
形成状況に応じて、遮蔽板５１の水平方向の位置が調整される。
【０１２０】
　電子ビーム式真空蒸着装置４０を用いて、下記の条件で、帯状負極集電体の両方の表面
に、厚さ５μｍの薄膜状負極活物質層（シリコン薄膜）を形成し、負極板を作製した。
【０１２１】
　　真空チャンバー内の圧力：８．０×１０－５Ｔｏｒｒ
　　帯状負極集電体：粗面化処理した電解銅箔（古河電工（株）製）
　　帯状負極集電体の巻き取りローラによる巻き取り速度：２ｃｍ／分
　　原料ガス：供給せず
　　シリコンターゲット：純度９９．９９９９％のシリコン単結晶（信越化学工業（株）
製）
　　電子ビームの加速電圧：－８ｋＶ
　　電子ビームのエミッション：３００ｍＡ
　得られた負極板を５８ｍｍ×２１０ｍｍに裁断した。この負極板を、タンタル製ボード
と薄膜状負極活物質層とが対向するように、抵抗加熱蒸着装置（（株）アルバック製）内
に固定した。タンタル製ボードには、リチウム金属を装填した。抵抗加熱蒸着装置内にア
ルゴン雰囲気を導入し、タンタル製ボートに５０Ａの電流を通電し、薄膜状負極活物質層
にリチウムを蒸着した。蒸着時間は１０分であった。これにより、初回充放電時に蓄えら
れる不可逆容量分のリチウムを薄膜状負極活物質層に補填した。
【０１２２】
　（４）負極リードの接合
　上記で得られた負極板に、銅箔（タフピッチ銅、日立電線（株）製）を裁断して作製さ
れた、幅５ｍｍ、長さ７０ｍｍ、厚さ０．１ｍｍの負極リードを、次のようにしてプラズ
マ溶接により接合し、負極を作製した。
【０１２３】
　まず、負極板の長手方向の一端面と、負極リードの幅方向の一端面とが、連続した１つ
の平面になり、平坦な溶接端面が形成されるように、負極板と負極リードとを重ね合せた
。溶接端面に垂直な方向を鉛直方向に一致させ、溶接端面が鉛直方向上方を臨むように配
置した。これらを、図１に示す一組の溶接治具で挟持し、さらに単軸ロボット（（株）ア
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イエイアイ製）で固定した。
【０１２４】
　溶接治具は、第１板及び第２板からなり、第１板及び第２板の寸法は１００ｍｍ×４０
ｍｍ×１０ｍｍであり、いずれも銅製であった。また、第１板に形成された第１凹部及び
第２板に形成された第２凹部である切欠きの断面形状はテーパ形状であり、切かきの断面
寸法は、第１板又は第２板の端面に沿う方向の長さが０．５ｍｍであり、第１板又は第２
板の合わせ面に沿う方向の長さが０．５ｍｍであった。
【０１２５】
　次に、プラズマ溶接機（商品名：ＰＷ－５０ＮＲ、小池酸素工業（株）製）を、溶接端
面の鉛直方向上方に配置した。このプラズマ溶接機のトーチから、溶接端面に対して垂直
にエネルギーを照射した。トーチを負極板の幅方向に等間隔で移動させた。トーチを停止
させた箇所において、溶接端面に下記の条件でエネルギーを照射し、合金層を形成し、負
極を作製した。
【０１２６】
　　電極棒：直径１．０ｍｍ
　　電極ノズル：直径１．６ｍｍ
　　トーチ距離：２．０ｍｍ
　　トーチ掃引速度：３０ｍｍ／ｓ
　　プラズマガス：アルゴン
　　プラズマガス流量：１００（ｓｃｃｍ）
　　シールドガス：水素、アルゴン
　　シールドガス流量（水素）：５００（ｓｃｃｍ）
　　シールドガス流量（アルゴン）：１（ｓｌｍ）
　　溶接電流：８．０Ａ
　プラズマ溶接後に、自然放冷し、溶接端面を走査型電子顕微鏡（商品名：３Ｄリアルサ
ーフェースビュー、（株）キーエンス製）で観察した。その結果、負極集電体と負極リー
ドとの間に連続した溶融部が形成されていることが確認された。溶融部は幅方向に不定間
隔で球状の凝集部が存在した。また、負極板の厚さ方向における溶融部の断面において、
最大厚さは０．４ｍｍであり、プラズマ溶接前の負極板と負極リードとの合計厚さ０．２
ｍｍに比べて、厚さの比率は２．０であった。
【０１２７】
　走査型電子顕微鏡（３Ｄリアルサーフェースビュー）にエネルギー分散型Ｘ線分析装置
（商品名：Ｇｅｎｅｓｉｓ　ＸＭ２、ＥＤＡＸ社製）を装着し、溶融部の断面の銅及び珪
素の元素マップを調べた。その結果、溶融部断面のほぼ全領域に、銅及び珪素が存在して
いた。また、エネルギー分散型Ｘ線分析装置（Ｇｅｎｅｓｉｓ　ＸＭ２）により、溶融部
の所定の部分で銅と珪素との元素モル比率を測定した結果、銅が９０モル％、珪素が１０
モル％であった。これらの結果から、銅中に珪素が拡散し、合金を形成していることが判
った。
【０１２８】
　溶融部の断面を、微小部Ｘ線回折装置（商品名：ＲＩＮＴ２５００、理学電機（株）製
）により定性分析した。その結果、溶融部から、銅のピーク及びＣｕ５Ｓｉのピークが同
定された。したがって、溶融部には、Ｃｕ５Ｓｉ合金が含まれていること判った。
【０１２９】
　さらに、溶融部の断面について、オージェ電子分光装置（商品名：ＭＯＤＥＬ６７０、
ＵＬＶＡＣ　ＰＨＩ社製）によりリチウムの元素マップを調べた。溶融部の断面の周縁部
には、溶融部の断面に比べて寸法が非常に小さい薄膜状負極活物質層の断面及びシリコン
層の断面が存在した。薄膜状負極活物質層は、溶融せずに残存した部分である。シリコン
層は、１度溶融して、合金化せずに再凝固した部分である。これらの断面にはリチウムが
存在したが、銅及び銅合金の断面にはリチウムは存在しなかった。
【０１３０】
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　以上の分析結果から、合金層には、銅と、Ｃｕ５Ｓｉを含む銅－シリコン合金とが存在
し、合金層断面の周縁部にはシリコンとリチウムが存在することがわかった。
【０１３１】
　次に溶融部を対抗する平面加圧治具の間に設置して、加圧変形させた。平面プレス機と
して精密プレス（日本オートマチックマシン（株）社製、ＳＳＰ１０００）を用いた。平
面加圧治具は、１５０ｍｍ×１５０ｍｍ×２０ｍｍの大きさで材質がステンレスである１
組を準備した。プレス荷重条件を１０００Ｎに設定して溶融部を加圧変形させた。溶融部
の幅は３０ｍｍであり、溶融幅あたりの加重は３３．３Ｎ／ｍｍである。
【０１３２】
　負極板の厚さ方向における溶融部の断面において、最大厚さは０．２３ｍｍであり、プ
ラズマ溶接前の負極板と負極リードとの合計厚さ０．２ｍｍに比べて、厚さの比率は１．
１５であった。断面形状の観察結果、溶融部の加圧変形によって生成した平坦部は、負極
リードと負極板とが相対する平面とほぼ平行であった。溶融部が負極リードと同一平面で
反対側へ突出した寸法は、負極リードの端部から最大０．２ｍｍであった。
【０１３３】
　（５）電池の作製
　上記で得られた正極と負極との間にポリエチレン微多孔膜（セパレータ、商品名：ハイ
ポア、厚さ２０μｍ、旭化成（株）製）を介在させて積層し、得られた積層物を捲回し、
捲回型電極群を作製した。正極リードの他端をステンレス鋼製正極端子に溶接し、負極リ
ードの他端を有底円筒形の鉄製電池ケースの底部内面に接続した。捲回型電極群の長手方
向の一端部及び他端部に、それぞれ、ポリエチレン製の上部絶縁板及び下部絶縁板を装着
し、電池ケース内に収容した。
【０１３４】
　次に、エチレンカーボネートとエチルメチルカーボネートとを体積比１：１の割合で含
む混合溶媒に、ＬｉＰＦ６を１．０ｍｏｌ／Ｌの濃度で溶解させた非水電解液を電池ケー
スに注液した。さらに、電池ケースの開口に、ポリエチレン製のガスケットを介して封口
板を装着し、電池ケースの開口端部を内側にかしめて電池ケースを封口し、円筒型リチウ
ムイオン電池を作製した。
【０１３５】
　（比較例１）
　平面プレス機による加圧変形をさせずに負極を作製する以外は実施例１と同様にして、
円筒リチウムイオン電池を作製した。
【０１３６】
　プラズマ溶接後に、自然放冷し、溶接端面を走査型電子顕微鏡（商品名：３Ｄリアルサ
ーフェースビュー）で観察した。その結果、プラズマ溶接の負極板の厚さ方向における溶
融部の断面において、最大厚さは０．４ｍｍであり、プラズマ溶接前の負極板と負極リー
ドとの合計厚さ０．２ｍｍに比べて、厚さの比率は２．０であった。最大溶融部の断面形
状は、全体がほぼ半円に近い形状であり、負極板の表面から比較的大きく突出していた。
【０１３７】
　（比較例２）
　負極リードの負極集電体への接合方法をプラズマ溶接から抵抗溶接に変更して負極を作
製する以外は、実施例１と同様にして円筒型リチウムイオン電池を作製した。なお、負極
の作製は次のようにして実施した。
【０１３８】
　［負極の作製］
　まず、実施例１と同様にして得られた負極板と銅製の負極リード（幅４ｍｍ、長さ７０
ｍｍ、厚さ１００μｍ）とを、負極板の長手方向の端面と負極リードの幅方向の端面とが
１つの連続した平面になるように隣接配置した。これらの負極板及び負極リードを、先端
径２ｍｍの電極棒で挟持し、抵抗溶接機（ミヤチテクノス（株）製）を用いて、電流値を
１．３ｋＡに設定してスポット溶接を行い、負極を作製した。
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【０１３９】
　［負極集電体と負極リードとの接合強度］
　実施例１及び比較例１～２で得られた負極について、次のようにして負極集電体と負極
リードとの接合強度を、負極リードの負極集電体に対する引張強度として測定した。図５
は、負極リード１３の負極集電体１０に対する引張強度を測定するための試料の作製方法
を示す斜視図である。図６は、負極リード１３の負極集電体１０に対する引張強度の測定
方法を示す斜視図である。
【０１４０】
　図５（ａ）に示すように、まず、負極リード１３の長さが、負極板１の幅と同じになる
ように、負極リード１３を切断した。次に、負極板１の長さが、負極リード１３が接合さ
れている端部から３０ｍｍになるように、負極板１を切断した。このとき、接合幅ｄを測
定した。接合幅ｄは、負極板１の幅方向の溶融部１７の長さである。
【０１４１】
　図５（ａ）のように複数の溶融部１７が所定の間隔を空けて形成されている場合、接合
幅ｄは、負極板１の幅方向の一端に形成された溶融部１７から、他端に形成された溶融部
１７までの長さである。この場合、一端及び他端に形成された溶融部１７の長さを、接合
幅ｄに含めている。実施例１及び比較例１～２で得られた負極それぞれの接合幅ｄを３０
ｍｍに切断した。引き続き、図５（ｂ）に示すように、負極リード１３を負極板１から剥
がすように、矢符６６の方向に折り返し、引張強度測定用の試料６５を作製した。
【０１４２】
　得られた試料６５を用い、図６に示す測定方法により、引張強度を測定した。万能試験
機（（株）島津製作所製）７０の下部固定治具７１に、負極板１の溶融部１７が形成され
ていない側の端部を挟んで固定し、上部固定治具７２に負極リード１３の溶融部１７が形
成されていない側の端部（折り返し側の端部）を挟んで固定した。
【０１４３】
　室温２５℃にて、上部固定治具７２を５ｍｍ／分の速度で矢符７３の方向に移動させて
負極リード１３を引っ張った。そして、負極板１と負極リード１３との接合部分（溶融部
１７）が破断したときの引張強度（Ｎ）を測定した。得られた引張強度の測定値と接合幅
ｄの測定値とから、接合幅１ｍｍ当たりの引張強度（Ｎ／ｍｍ）を求めた。結果を表１に
示す。
【０１４４】
　［負極集電体と負極リードとの導通性］
　実施例１及び比較例１～２で得られた負極について、次のようにして負極集電体と負極
リードとの接合抵抗を測定した。負極リード近傍の薄膜状負極活物質層を、サンドペーパ
ーを用いて剥離した。次に、露出した負極集電体と負極リードとの接合抵抗を、ミリオー
ムメーター（商品名：ミリオームハイテスタ３５４０、日置電機（株）製）を用いて測定
した。結果を表１に示す。
【０１４５】
　［電極群構成時の電極変形］
　実施例１および比較例１～２で得られた円筒型リチウムイオン電池２０セルのＣＴ断面
観察を行い、溶融部の突出による電極変形の有無を計測した。ＣＴ断面観察には、Ｘ線Ｃ
Ｔ観察装置（島津製作所社製　SMX-225CT-f）を用いた。負極板と負極リードの厚み方向
に対して、溶融部の突出が大きい電池では、溶融部の対向面に周回する電極が内側または
外側に溶融部を避けるように変形している形状が確認された。
【０１４６】
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【表１】

【０１４７】
　表１における実施例１の結果から、溶融部による負極集電体と負極リードとの接合によ
り、負極集電体と負極リードとの間で、良好な接合性及び導通性が得られることがわかる
。比較例１においても、負極集電体と負極リードとの間で、良好な接合性及び導通性が得
られる。しかしながら、比較例１の溶融部は、実施例１の合金層よりも形状が大きくなり
、捲回型電極群を作製する際に、溶融部に隣接周回する電極を変形させた。
【０１４８】
　このように、比較例１の溶融部を用いて電池を作製する際には、内部短絡等の不良が発
生するのを抑制するための溶融部の周囲の空間を電池内に設ける必要が生じる。これは、
電池内の余分な空間を可能な限り排除する高密度設計及び高容量設計を実施する上で、不
利である。
【０１４９】
　一方、抵抗溶接を実施した比較例２では、導通性を有する接合が出来なかったことが明
らかである。このことから、抵抗溶接では、負極リードを負極集電体に接合できないこと
が判った。
【０１５０】
　（試験例２）
　［サイクル特性］
　実施例１及び比較例１～２のリチウムイオン電池を、それぞれ２０℃の恒温槽に収容し
、以下のような定電流定電圧方式で、電池を充電した。
【０１５１】
　各電池を、電池電圧が４．２Ｖになるまで１Ｃレート（１Ｃとは１時間で全電池容量を
使い切ることができる電流値）の定電流で充電した。電池電圧が４．２Ｖに達した後は、
電流値が０．０５Ｃになるまで、各電池を４．２Ｖの定電圧で充電した。次に、２０分間
休止した後、充電後の電池を、１Ｃレートのハイレートの定電流で、電池電圧が２．５Ｖ
になるまで放電した。このような充放電を１００サイクル繰り返した。
【０１５２】
　１サイクル目の全放電容量に対する、１００サイクル目の全放電容量の割合を、百分率
値で求めた。得られた値を、容量維持率として表２に示す。
【０１５３】
【表２】

【０１５４】
　実施例１および比較例１の電池は、容量維持率が高く、良好なサイクル特性を有するこ
とが判った。特に、実施例１の電池は、さらに高い容量維持率を示した。比較例１の電池
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たことで電極反応が不均一となり容量維持率がやや低下したと推測される。一方、比較例
２の電池は、通電することができず、抵抗が無限大となった。電池組立時にリードが負極
活物質から剥がれて、通電不能となったと推測される。
【産業上の利用可能性】
【０１５５】
　本発明の負極の製造方法により得られる負極は、リチウムイオン電池の負極として好適
に使用できる。また、本発明のリチウムイオン電池は、従来のリチウムイオン電池と同様
の用途に使用でき、特に、携帯用電子機器の電源として有用である。携帯用電子機器には
、例えば、パーソナルコンピュータ、携帯電話、モバイル機器、携帯情報端末（ＰＤＡ）
、携帯用ゲーム機器、ビデオカメラ等がある。また、本発明のリチウムイオン電池は、ハ
イブリッド電気自動車、電気自動車、燃料電池自動車等の主電源及び補助電源、電動工具
、掃除機、ロボット等の駆動用電源、プラグインＨＥＶの動力源等としての利用も期待さ
れる。
【符号の説明】
【０１５６】
　　１　負極板
　１ａ　負極板端面
　１０　負極集電体
　１１　薄膜状負極活物質層
　１３　負極リード
　１３ａ　負極リード端面
　１４　溶接治具
　１７、１８　溶融部
　２０　第１板
　２０ｘ　第１凹部
　２１　第２板
　２１ｘ　第２凹部
　２３　平面加圧治具
　２５　リチウムイオン電池
　４０　電子ビーム式真空蒸着装置
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